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表 紙 写 真

火 を 噴 く 西 之 島 新 島

(昭和 48年 9月 14日 海上保安庁YS702号 機より撮影 )

昭和 48年 4月 頃小笠原群島西之島の東方海域で認 められた変色

海面は、 その後活発 な活動 を繰 り返 し、 9月 には噴石丘が完全に海

面上に姿 を現わ した。新火出島はその後 も生成 を続け昭和 49年 1

月に 「西之島新島」の名称が正式に附与 された。下図は昭和 49年

8月 3日 撮影 の空中写真 よ り水路部測量課で図化 した西之島及び西

之島新島の地形 図である。

西 之 島 反 茜 之島 新 島 地 形 図

1

5 , 0 0 0

昭和49年3月 3日巌影の安中写真によう

0 -  対 全 構 ま 点
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業 務 栗 内      ○ 収集の内容と形態

イ.各 調査クル ーズごとの情報

海 洋 汚 染デ ー タ及 びそ の情報の収集t覇 てヽ     海 維 料センターで調製した海洋汚染調査報

告用紙に所要事項を記八したもの及び任意様

海洋資料センターでは、海洋汚染資料処理1つ一      式 の簡単な測点図

瑛として下記要領により海洋汚染デ ータの一元的    口 ・各測点ごとの情報及 びデ ータ

収集を行うことになったので、海洋汚染調査プロ      各 深度における各種汚染項目の測定値とする

シェク トに基づいて実施された観測について、そ      が 、これにlva各浜」点の経緯度く試料採取年月

の観測結果の分析等の終了後速やかに、本誌巻末      日 時亥k水 深t水 色、透明度、風、風浪、各

(折込)に 添付の様式の海洋汚染調査報告と観測      深 度における水温、塩‐徐,酸 素及びPHの 測

機関任意の様式の簡 単な測点図と付 して、データ      定 値が含まれることが望ましい。

を当センターに送付されるよう、昭和49年 6月     形 態は、当分の間各観測機関で定められた様!式

19日 付で約120の 関係機関に依頼した。      に よる複写物、 印刷物等とするu

分析法、機器等が統一されていない海洋汚染デ   ○  上 記データや情報の収集は、できるかざり過去
―夕については、これに関する充分な情報が付加    に さかのぼって行う。

されておれば第二次利用者に非常に有用であり、

国内外の相五交換も可能であるとの観点か ら今回             付  記

の措置をとったものである。             昭 和49年 8月末現在、本件依頼に基づいて海上

なお、下記収集要領及び海洋汚染調査報告様式   保 安庁、気象転 県水産試験場等から約 70件 の海

は、 日本ユネスコ国内委員会自然科学小委員会海   洋 汚染調査報告及びデータが寄せられている。

洋分科会に設けられた海洋資料交換国内1連絡会 (

環境庁、気象庁、水産庁、防衛点 海_L保安庁及

び東京大学の各関係係官で構成♪において検討さ

れ、上記海洋分科会で了承されたものである。

言己

√     収
集 要 領

○ 収 集の対象となる観測
ゼ
   各 機関の海洋汚染調査プロジェク トに基づいて

実施された観測で、例えば次のようなものが考え

られる。

イ.海 上保安庁の実施する日本近海の海水及 び海

底土の汚染諭査

口.気 象庁の実施する日!本近海及び西太平洋の海

洋汚染標準観沢」点における観測

ハ.環 境庁の実施する主要内湾の汚染調査

二・水産庁の実施する汚染調査

ホ.地 方公共団体の実施する内湾及び沿岸の汚染

調査

へ.大 学その他研究機関の実施する汚染調査

-   1   -



海洋調査報告 (ROSCOP)の 受領状況について

IOC(政 府間海洋学委員会)の 定めるROSCoPフ ォームによる海洋調査報告の
昭和 49年 2月 1日から8月 31日 現在までの受領状況は下記のとおりです。

これ等の調査報告書は当センターで調整のうえ、逐次ワノン トンとモスクワの世界資
料センターに送付さな 国際海洋資料交換に供されています。

お 願  い

毎年各関係機関に御提 出いただいている国内海洋調査実施計画で DNP及 び CSK,

GARP等 の国際共同観測と表示 された調査計画についてヤ式 その得られたデ ‐夕は国

際交換に資する意向を表明したものですから、 当該調査航海終了後はすみやかにROS
COP様 式による調査報告書と航跡を含む測点図を提出していただくようお願い致 しま

す。

なお、報告用紙がない場合は連絡いただけば送付 します。

機 関

航 海  数 報告 されたデータ別の航海数

国  際 DNP
N o m
―DNP

叙述的
海洋観
渦t

海流
観測

気象
観測

質
球
理

地
地
物

生 物
その他
の観測

四  肉

海上保安庁 本 庁 2 3 5 5

気 象  庁 本 庁

離 頗

神戸  ″

長崎  ″

舞鶴  〃

2

1

2

1

2

2

3

4

1

3

2

3

3

1

3

2

3

4

1

3

1 2

3

4

1

3

1

1

1

長 崎 大 学 1 ] 1 1

_大分水産試験場 5
5

合   計 1 1 1 7 1 3
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海洋調査報告 ( R O S C O P ) フ ォーム

の改訂について

R O S C O P ( I R e p o r t  o f  O b s c r v a t i ―

o n s / S a m p l e s  C o l l e c t e d  b y  O c e a ―

nographic Programincs)は 、国際海洋資

料交換をさらに迅速か つ確実に するための新 [ノい方

式として、 10Cに より企画されたものである。

この ROSCOPは 、各種の海洋調査項目を含む

first levelの デ ータ貯蔵 目録 として考案さ

れたものであり、デ ータの迅速な利用の面から海洋

調査計画の 10Cへ の通知と海洋調査逐行後データ

が各国の資料センターおよび世界資料センタ…に送

付されて、最終的デ ータカタログが出来るまでの間

のデ ータ交換を容易に する ことを目的 とし、 さ らに、

世界資料センタ ーを通 じて通常交換されないような

デ ータの照会等にも使用されるものである。

なお、 First Levelの ROSCOPに 対し

て、 secoュ d Levelの デ ータ貯蔵目録が、 10

Cに おいて開発されつ ゝあるが、国際地質 。地球物

理学航海資料貯蔵 目録 (後述)、 海洋生物学調査結

果 (ROMBI)が その例である。

我が国においては、 10C第 7回 総会 (1971

年 10月 )の 決議にもとづき、昭和 47年 度の海洋

調査機関の協力により、暫定的ROSCOPフ ォー

ムを使用してきた。

この暫定的 ROSCOPフ ォ ームを改良するため

IOC国 際海洋資料交換作業委員会において検討を

続けてきた力ヽ 上記委員会第 7回 会議 (1973年

7月 )に おいて、 RO SCOPフ ォーム第 2版 の使

用を勧告 し、本年 7月 10C回 章 472号 によって

今後各国においてこのフォ ームを使用するように依

頼してきた。

従つて、我が国においては、昭和 49年 10月 以

降実施する海洋調査か ら、 ROSCOPフ ォーム第

2版 を使用する予定で、関係機関のご協力をお願い

いたしたい。

なお、新ROSCOPフ ォ ームは、巻末の別表第

1の 通り〔 記入要領は各機関への依頼文書で示す

ことにしているが、主な改正点は下記の通 りである。

1 海 洋調査項 目は十日フォームの 31項 目に対し

て、新フォームでは144項 目と増加している。

これは海洋汚染調査の部P目が加えられたこと、

および、地質地球物理と生物の部門に研究的 項

目が力口えられたことによる。

2 FD(資 料の最終処理および保管場所)お よ

びType of Format Avallable(最

終的デ ータの保管場所で得られるデ ータの様式)

の箇所ヤ式 raw data(原 資料)の 保管され

ている場所および raw data の 様式を記入

するようになった。

国 際地質 ・地球 物理学 航 海資 料

貯蔵 目録 の 改訂

去る48年 6月から報告書の書式が巻末の別表第

2の ように改訂された。

新書式も1日書式と同様に報告者のための控用紙を

含めた約 50枚 の用紙を1冊に綴じ込んだものであ

るが、今回の主な改正点は地質ナンプルを数量的に

記入することと従来 1航海で 1ペ ーシしか用紙が使

用されていなくとも綴じ込み用紙 1冊 を送付してい

たが、今回からは航海毎または責任者の交替毎に使

用したぺ‐シ数のみを切り離して送付するようにな

ったことである。

なお、 この新書式は記入例を添えて既に関係機関

には送付してありますので、昨年の6月以降の調査

航海の分についてはなるべく新書式を用いて送付 く

ださるようお願いします。

国 際海洋資 料 交換便 覧 の改訂 につい て

国際海洋資料交換便覧 (Manua1 0n lnter―

n a t i o n a 1  0 c e a n O g r a p h i c  D a t a

Exchan ge)は 、海洋調査の技術的進歩に伴い、

逐次改訂されるものであるカミ IOC国 際海洋資料

交換作業 部会第 5回 会議 (1970年 9月 )の 勧告

お よび第 7回 [OC総 会 (1971年 11月 )の 決

議により、 現在まで使用してされて きた国際海洋資

料交換便覧改訂版 (10C技 術ンリーズ 4)に 代 つ

て、その第 3改 訂版 (10C技 術ン リーズ9)力 ヽ

…  3  ‐



ユネスコより出版された。

本便覧ヤ式 国内のデータ寄与者および利用者のた
めに必要とされるので、和文に翻訳して、本年 3月
に海洋資料センターより刊行配布した。

特に国外ガータを必要とする人は、本書の指針に

1 0 C 刊 行 物 ・文 書保 管 セ ン ター業 務 案 内

よつて、海洋資料センター経由でデータを依頼する
ことが望ましい。

なお本便覧を必要とされる場合は海洋資料センタ
ーに申し込みくださぃ。

前号において紹介したように、当海洋資料センターがIocコ 府物 .文書保管センターになったので、今後
接受した千け行物及び文書のリス トを遂次本誌に掲載するととも1へ 榊こIOC回 章等で国内関係機関へ通知す
ることを依頼されたものについては、通知事項として収録することにした。

1.受 領刊行物及び文書

(昭和 49年 1月 1日 から8月 31日 までに受領したもの)
(1)文 書

I 10C回 章

回章番号 (文書日付)       内   容
442(74-2-3) I oc執 行理事会第4E陰 議 (1974年 6月 17～ 22日 、ォタフ)の 開催通知
443(74-1-28)第 1回 GARP全 地球的実験 (FGGE)の ための漂流ノイに関する計画会議 (1

974年 3月 5～ 8日、シュネーノ)の 開催通知。
445(74-3‐ 1) 疑 わしい水深データに関する情報を掲載した IHo増 刊号%20第 4改 訂版 1973

年の干J行について。
446(74-2-11)1 0oss組 織下における油の海洋汚染モニタリングに関するシンポシクムとヮー

クショップ (1974年 5月 13～ 17日 、 ワシントン)の 開催通知。
447(74-3-12)南 大洋国際調整グループ (IcG/Soc)第 2回会議 (1974年 7月 15～ 20

日、ノェノスアイレス)の 開催通知。
448(74-3-26) Icsu(国

際学術連合会議)に よって承認された海洋調査の効果的運営のための
条件に関する決議について。

450(74-3-8) wARC(世 界無線主官庁会議)に よって割り当てられた海洋データ伝送のHF周  ｀ プ

波数について。
451(74-3-11)国 際海洋資料交換の発展について (責任国立海洋資料センタ…:RNODCの 担当

に関する各国の意見照会)。
452(  ―   )IOc執 行理事会第4回 会議 (1974年 6月 17～ 22日 、オタフ)の 改訂仮議

題と注釈付仮議題、その他関連する文書の送付について。
453(74-4-22) locの 新加阻国について (ジビア、 ト ンガ、シェラ 。レオーネの 3ケ 国の加盟)。
4■ 4(74-3-25)南 大洋国際調整グループ (IcG/soc)第 2回会議 (1974年 7月 15～ 20

日、ノェノスアイレス)の 会議場と同会議の連絡官について。
455(74-4-12)太 平洋津波警報ンステム国際調整グル ープ (IcG/1Tsu)第 4回会議 (19

74年 1月 4～ 7日、ウエリントン)の 議募録送付および ITsuの ための国内連
絡官の指名と観測所の設置の要請 (提案された観測所で日本に関係するものは潮汐
観損」所の硫黄島である)。

日
、
日



457(74-4-17)開 発途上l■lからの研修者のためのノブィエ ト連邦海洋調査船利用案内。

458(74-4-24)油 の海洋汚染モニタリングに関するシンポジウムとワークショップ (1974年 5

月 13～ 17日 、 ワンン トン)の 最終的プログラム通知と参加者登録の要請。

459(74-4-29)南 大洋国際調整グルブ (ICG/SOC)第 2国会議 (1974年 7月 15～ 20

日、グュノスアインス)の 仮議題について。

460(74-6-25)開 発途上国への若年科学者の海洋調査補助者の参加について。

461(74-5-22) IOC執 行理事会第4回会議 (1974年 6月 17～ 22日 、 オ タワ)の 開催場所

について。

462(74-6-1う  IOCの 副議長 (4名 )の 業務分担内容について。

462(改 訂 ,74-つ  IOCの 副議長 (4名 )の 業務分担内容について。

464(74-6  ) IOCの シンボルマーク図案の懸賞募集について。

465(74-5-27)南 大洋国際調整グル ープ (lCG/SOC)第 2回 会議 (1974年 7月 15～ 20
ラ

             日 、グェノスアインス)の 連絡官の交代について。

466(74-6-26) 10C教 育訓練および相互援助の目的で行う科学的準備、解析評価を含む海洋調査

の参加を促進するための海洋調査計画の情報交換について。 (TEMA国 内連絡官

あて)

469(74-6-19)南 大洋国際調整グループ (ICG/S OC)第 2回 会議のための文書のメイリング

リス トについて。

470(74… 6-20)南 大洋国際調整グループ (ICG/SOC)第 2回 会議のための注釈付仮議題と関

連する文書の阪リス トの送付について。

471(74‐ 6-24)開 発途上国からの研修者のための英国調査船利用案内じ (TEMA国 内連絡官あて)

ヽ      を
子子 i;!:;:子 告キ

 骨 督暑暑魯暑苫:,修

を8た と扇害7チ 琶鑑星黙重祐洋調査船利用案内。 (TEM

475(74-7  ) 10C第 8□ 総会 (1973年 11月 5～ 17日 、パリ)の 議事録およびIOC執

行理事会第 4回会議 (1974年 6月 17～ 24日 、パリ)に おいて承認された決

√
   476(74-7-22)琵 尋尋昼暑径堕君とこ祢訓練について。 (TEMA国 内連絡官あて)同 封文書 「科

じ
              学 技術の指導のための10C加 盟国間相互援助の研究計画」と題する提案について

の各国の意見1照会。

li 1 0C/WMO合 同回章

回章番号 (文章日付)       内   容

9(74-1-5) GARP大 西洋熱帯実験 (OATE)に 対するIGOSSの 支援について。

10(74-1 ) IGOSS下 の海洋汚染モニタリング・パイロット・プロジェク トについて。本件

に関する国内調整官の指名依頼と海洋汚染モニタリング・パイロット・プロジェク

ト参加に関する質問書の回答依頼におよびIPLAN― 工によって提案された海洋

汚染ワークンョップ (1957年 5月)に おける討議事項についての意見照会。

11(74-1-15)米 国のブインステムの紹介について。

12(74-7-8) 海 洋調査のための暫定的周波数利用計画の改正 (増補 %1)に ついて。 (日本の

周波数について一部削除された。)

-  5  -



lil 会議要約書

文書番号 (日付)

IOC/Ⅷ -3

1 0 C / E C ― I l 1 / 3  r e v 。( 7 4 - 2 ‐ 8 )

会 議 名

第 8回 IOC総 会 (1973年 11月 5～ 17日 、
パリ)

IOC執 行理事会第3回 会議 (1973年 11月 2
～ 3 日、パ ツ)

IOC/10DE― Ⅷ/3(73-lo-15) IOC国 際海洋資料交換作業委員会第 7回 会議 (1
973年 7月 9～ 13日 、ニューョーク)

IOC― WMo/1PLAN― 正/3(73-lo) IOc・ wMo合 同計画グル …プ (IPLAN)第
2回 会議 (1973年 8月 13～ 17日 、 シェネ ー

ノ)
IOC/1TSU― Ⅳ/3(74-4-10)  太 平洋国際津波警報ンステム国際調整グル ープ第 4

回会議 (1974年 2月 4～ 7日 、 ウエ リン トン)

0 刊 行物

UN ESCo technical papers in marine science

No.15 MOnitOring iife in the ocean, RepOrt Of working

g r o u p  2 9  0 n  m o n i t O r i n g  i n  b i。 1。g i c a 1  0 c e a n o g r a p h y。
No.16 Sixth report Of the 」 Oint Pane1 0n Oceanographic

tables and standards.

No. 17 An intercOmparisOn Of sOme curreni meters, IE

I M S ( I n t e r n a t i O n a l  M a r i n e  S c i e n c e ) N e w s i e t t e r

N o 。4 - 5

M i s c e l l a n e O u s

l n t e r n a t i o n a l  o c e a n O g r a p h i c  t a b l e s  v 。
1 , 2  1 9 7 3

1 C I  T P上 ( I n t e r n a t 1 0 n a l  C O― O p e r a t i v e  l n v e s t i g a t i O n s  O f  t h e

T r o p i c a l  A t i a n t i c ) A t i a s , ( E Q u A L A N T  l & 2 ) V 0 1 . 1 , P h y s i c a l

o c e a n o g r a p h y .

2 通 知事項 〔Ioc回 章%445(1974.3.1)〕

疑わしい水深データに関する情報を掲載した IHo増 Tll号%20第 4改 訂版の刊行について。
国際水路機関 (IH o)の 要請により、 標記刊行物が刊行されたま IOcよ り回章%445(73-
3-1)で 通知され、 この情報を国内のすべての海洋調査機関、講査 船を運航する機関、調査船の船員
海洋関係国内委員会へ通知するように依頼 された。

この子Ⅲ行物は下記に申し込む ことにより、無料で入手できるもので 5分冊 になっており、必要とする
海域のものだけを要求す ることができる。

書  名 :Doubtful HydrOgraphic Data, special PublicatiOn No。
20,

4th EditiOIl

分冊名 :Part A North Atiantic ocean

Part B sOuth Atlantic ocean

Part c  lndian ocean

J

▼ヽ
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P a r t  D  N o r t h  I ) a c i f i c  O c e a n

P a r t  E  S o u t h  P a c i f i c  O c e a n

申し込み先 :  I n t e r n a i l o n a l  H y d r O g r a p h i c  B u r e a u

A v c n u c  P r e s i d e n t  」 . F  K e n n e d y

M o n t e  C a r i O

P f i n c i p a l i t y  o f  t t l o n a c o

10Cヤ 玉 前記通知事項に関連して、 1974年 9月 「疑わしい水深データの調査と削除につい

て 」と題する回章%481に より下記のとおり要言青してきた。

即ち、 IHO(国 際水路 機関)は 10C決 議Ⅷ-4に 従って疑わしい水深データの調査方凛こ関

する小冊子の作成を要請されていた力X今 度印刷ができたので送付するから、 この情報を国内のす

べての海洋調査機関t調 査船を運航する機関t調 査船の船長、海洋関係国内委員会へ通報してほし

いというものである。

なお、上記小冊子が必要な向きは、海洋資料センターに申し込まれればそのコピーを送付する用

意がある。

記付

ｒ
　
）

紹      介

海洋データの国際交換システム

1。 まえがき

近時世界をあげて海洋利用、開発及び海の汚染から

の防除が叫ばれているにもかかわ らず、実質的な進展

は必ずしも期待された程のものではない様である。し

たがって、現時点に於ては先づ海洋の実体とその内蔵

する資源についての知識 ・経験を得ることがすべてに

先行しなければならない。一方、広大な、然も時間空

間的に絶えず変動をくり返す海洋に対して'式 一機関

又は一国の調査研究の努力には自ら限度があり、 こ ゝ

に全世界的協同海洋調査の必然性がクローズアップさ

れて来た。 1961年 政府間海洋学委員会 (10C)

がユネスコの中に設立され、此等諸活動のけいもう、

調整、ナ ービス等の活動を続けてきた。

現在、全世界で実施されている各種の海洋調査に供

う海洋ガ‐夕は、猛列な勢いで増大するとともに、そ

の測器の進歩とともに複雑化しつつある。あらゆる国

民が如何なる海域の、如何なる種類の資料をも、いか

なる目的のためにも容易にこれを利用し得る事が必要

であるが、それは必ずしも容易ではない。その為には

あらゆる種類のダータや情報 を一元的に収集し、 ある

決まった世界共通の形に処理し、永久的に保管貯蔵し、

誰で もが入手 出来る様な交換機構を準備することが、

海洋を調査探究し、且つ利用する為の最少の努力で最

大の効果を得る方策であろう。

この為に、 ワ ツントン及びモスクワにある既存の世

界資料センター (W DC)、 A、 Bを 頂点として、 I

OC決 議によって設立された各国の国内海洋資料セン

ターから成る国際海洋資 料交換システムが存在してい

る。わが国も昭和 40年 より国内海洋資料センター

(NODC)を 海上保安庁水路部に設立して、メンパ

ーの一員としてその一翼を担い、 国内外の要求に応じ

て来たが、以下に海岸学デ ータの国際交換システムの

実体について述べる。

2口 海洋データの国際交換 システム設立の経緯

国際海洋共 同調査は、それか ら生ずる海洋資料は第

一義的に調査参加国の共同利用に供されることを前提

として実施されるものである。従 つて共同調査のある

ところでは、何等かの資料交換システムが伴うもので

ある。

1957～ 58年 に国際地球観測年 (IGY)が 全

7  -



SUの 国際地球物出!平姿占ム r(ャi(1)ォギ手iL Iにあ
り、 WDCは tiともと,11■`||||■ ‐十‐1と ,す キ

由の国際資料交換の手0ょ にn■ て ‐t勤Ⅲる。その i
なもの ヤく 各種地球物理会十1らⅢ隼保管` び々尊価文は

実費の原則による交換 提 供を十it、 東に保存資料の

目録 を半■毎|て先 1下 を||,|,(

この概念か現在の国際|||1士=l il丈,タ ッr、ぃと,健

となり、 か つ向W上)じ ⅢⅢIサ!す争 ■t→! ステム2)娘点
として存在する。止の忘水 t、 16hょ ■ 11のた吉:ガ
ータ交換システムのオ生 ら_l■tt tあ ったとょぇる。

次いで 19611汽 ュ′|、ノ「ら中に政府旬4洋 学姿

世界的に実施さ煎■,,tゥ)■丁Ⅲ■京!ti、電峠手術連合
会議 (ICsu),)f rl iギ ,11碁員会がキャ画運営した

が、 全ての地ホ物押tttr i l(rキ洋|キとをtめ を共同利

用出来る為に、米 ltlか|′|,十 ン及びブtrt,,とスタッ

t(f也 も寺)先 )fミ表も含まれている。我国の代表に は

れ洋資料センタ“所長が指名されてぃる。なお同所長
は国際海岸資料交換の為の国内調査官にも指名されて
おり、国内に於ける此の種の問題の連絡 。調整の義務
をも虫ってぃる。加盟国のうち現在アクティノに活動
!′Ct―る,う,よ約 40ケ 国である。

か くてltttt/」年に国際海洋資料交換システムが Iocの

|に 確出 さ力t、実施に当っての調整的 ・技術的諸問題
に と,い ては、1記 国際海洋資料交換作業委員会力ヽ その

実行に つい【fはWDCを 中心に、各国のNODCが 責
任をとることが決めらねた のである。このシステムに

員≧“1畳 SF旨 密昔盈ことうテ吾≧馳 懸雷辱ラ
ギ

タ ーをも言むものである。一方現存する国内海洋資料
セ■夕 … (NODC)及 び指定国内機関 (DNA:N

ODじ を持たない国でその職務を代行す る機関)を 設
立.している国は次の通りである。

ぶ /・lお洋資料 センタ ー (NODC):濠 、加、 チリ、
共、は、 西 独、印、伊、 日 、メキンコ、 lL南 阿、

な 末、ノ連

す古せ国内機関 (DNA):ア ルゼンチ ン、ィ白、 コ ロ

ンビヤ、 キューパ、ェクァ ドル、 フィンラン ド、

東じrF_ タイ スラン ド、 象 牙海患  和 、パキスタン、
' ■″…、フ↓Ⅲ ラン ド、 ポル トガル、瑞、土、 ベネ

ズエク、ベ トナム

3。 国際海洋資料交換の方式

国際交換に関する基準は IOcの 出版 した 10C技

術集 9(国 際海洋資料交換便覧)の 中に掲載されてし

る
く
海洋資料交換のための手引き

ル
に明確に示されて

やJ

いる。此の翻訳版は海洋資料センタ ーか ら出版されて
いるが、その内容の要点は、

(1)宣 言された国内計画 (DNP): 加 盟国は計

画中又は実施済みのその国の海洋調査計画を毎年 二〇

Cに 報告t、 その うち、計画か ら生 じた海洋データを

国際交換に資 する意図のあるものはその 旨宣言する。
この宣言さ,tた計画をDNPと 称し、そこか ら生 じた

データは交換手引きの規定に従 って一定の期間内に W

D'｀ 、送付 する義務を伴う。

(芝)自 珠共1封調査 ; locの 主催する国際共同調
宜は ル 抱主'と間等と見なされ、データは自動的に国

際交換t/スタムの中に入らなければならない。更に黒

に夫々世界資料 センタA、 |

の下に設置さオtた|ょiみ 、|

ttl 11-ISill蛍̀わ,1カ子ンヶ 一

,( ■■rifつlfうi村1誇↓す  i(1

十■ , 卜r ダゃ

サ)■,11:,登京去1生

‐〔■つかの■墳か加キ

| ″占|,lrⅢよヽ ヵli!北IJID I亡

く |` ―  と t i  t ,

t l ■ l ⅢⅢ 交換

於ける次議 1ヤ 炒lt,t(市 ! ti十二|.以 |!白,とい、ル

での国際海洋Fか|,ti集ⅢⅢ■j「■4よ!i忘奪,とを1↓った。

今 までの各研究枚貫t iルてェ,友ll.と、経費 。組織的
に より強化する為で,】なっ

勧告の主な内を,ど、|キ 」 ti= 十 けられた‖ ぃじ

を中心とし午ら、 ■■ ■it

層促進することった ,こ れ=(卜 I■ふたた洋タータカ

うち、交換vr l意志がユ 志されたrl r‐tのオ ーん ょ、或る

決め らオRた方法に淀 と,■ ll_さィ4!, iヽ tばな らないじ

(2)Ioc加 盟:などに方せて、 ltキガ ーすの収集 ・～蝉

解析 ・交換をなう|ならは′をな 十々ttとIⅢIあilt Ft tセンタ
ーを設立する こと。(、JI 上ttい +ll t占高|れキ資十1交

換作業部会米を技直 すらこと。こt/由十去わ使命ヤ式 海

洋学ガ ータ交換の住進、テータの報、の コー ドィ転 フ

ォ ーマットの■■|と,|‐■||、ナf―,カ ンロタ“キ友/1

奨励及 び各再立∴|キとドltン ターを突枝を技功するこ

員会が、政|ヤ持lf!↓|■ 十‐十 ‐|

的調査 を使進すと言どlf lとぇlt′た。

とである (セt/」佐 十1チ 、|

られて 今日に次ん t― t,ナ

に海洋関連α)とキーti li・ _

※同作業キょ!ょ1,  |」

作業委員ふこ技ti l方Iァitサ
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じ

潮共同調査の様にその共同調査の調整グループによつ

て、上記以外の特別な交換体特Jが要求されることもあ

る。又 10Cの 主催でない共同調査の結果も、之に準

ずる様奨励される。

(3)標 準観測 : 一 般に使用する測器、方法及び資

料の補正法等がよく知られたような観測を云う。これ

はWDC組 織を通じて交換されるべきもので、これに

相当するのは、(か海洋観測に伴う一般的気象資料、lbl

目視による風浪 ・うねり、(c)水色 ・透明度、ld)測深図

または値、(c)各深度に於ける温度 ・塩分及び其の他の

化学成分、BT、 STD記 録、(f)潮位の年1月 平均、

沿岸 ・沖合定点の物理 ・化学要素の年、月平均値、0

柱状資料の長さ性質等、(hl基礎生産量、植物色素、動

物プランク トン量、 ミ クロネクトン、(1)不連続な計算

された流速。

(4)非 標準ヽ 実験的な特別観測 : 実 験的な機器や

方法で得られたり、非常に大量であるとか、交換のフ

ォ‐マットが決まっていない様な項目を云い、その資

料は一般に当事国に保有さな 要請に応じてのみ交換

される。

15)資 料の記録及文書イム 提出のための指針 : 資

料を提出するに当っての技術的な細かい規定が述べら

れている (内容省略)。

(6)情 報や資料の送付手続き: は )DNPの 資料

については適当な国内当局から国際交換に資する意図

を表明する文書をつけ 10Cに 報告すること。い)報

告された海洋調査計画はその実行後あらためて実施確

認を速かに適当な目録の形 (ROSCOPと 云う形が

推奨される)で 報告すること。(c)生 じた資料は国内

海洋資料センタ"又 は地域センターを通じて世界資料

センタ‐へ送付すること。観測終了後一年以内に送付

するのが望ましい、おそくとも各層観測R BT、  ST

Dの データは 1年 半以内に化学、生物、地質データは

2年以内に送付しなければならない。は)資 料はWD

CPA、 Bの 両方へ送るのが望ましい。その国に国内

資料センタ0が無い場合でユつ資料生産者が資料をW

DCへ 送つていない場合は地域センターが資料送付の

義務を有する。

仔)資 料及び情報の取得及び配布 : 世 界資料セン

ターは、科学団体の要求者の誰にも資料及び情報を提

供する義務がある。一般にWDCへ の国内または地域

的な貢献者である力x又 はそれらに密接に協力してい

る団体や個人か らの適当な量の要求は、交換ナービス

と考えられて無料である。寄与者ではない人の少量の

要求も同様に扱われるであろう。WDCが 資金(人 材、

設備等の関係から処理出来ない或る種の要求に対して

は 、

は)非 寄与者からの大量の特別な要求には、処理費

と送料が必要である。

lbl 極めて大量か特殊な要求又はWDCで 不可能な

製品の要求は、有料で各国国内センター、地域セン

ター又は専PBセンターによって回答が得られること

もある。

WDCへ の要求は国内海洋資料センターを通じて行

うことが出来る。それが無い国では直接に行つてもよ

V 。ヽ

なお国際海洋資料交換便覧には、上述の交換手引き

の他に、国際交換に関するIOC決 議、10C国 際海洋資

料交換作業委員会の勧告や、各国のNODC及 びDN

A一 覧l CIGの 「世界資料センター経由国際資料交

換の手引き (1960年 以降)」 の抜粋が記載されて

いる。その他、今後も国際交換の為に必要な項目が次

々と補足追加されて行く筈である。参考の為に国際海

洋資料交換ンステムを図示する。

4口 国際海洋資料交換作業委員会の下部構造と

その活動

1～ 2年に 1回開催される上記委員会会議の間に、

実際に活動するのは委員会に設置されたア ド・ホック 。

グ7L/―プや、タスク 。チームである。現存するものは

下記の通りである。

ア ド・ホック ・グループ

① デ ータ ・フォーマットの開発の為のアド・ホ

ック・グループ

IGOSSデ ータの記録保管と交換

海洋地質 ・地球物理データの管理の発展

海洋汚染デ ータ交換

衛星 。航空機から取得するデ ータの交換

タスク 。チーム

① 国 際海洋資料交換組織の調整と発展のタスク

チーム

2 海 洋生物データの国際交換

3 国 内海洋資料センタ ーの設立の為の手引き

②

③

④

＆
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4 0ARP大 西洋熱帯地域実験 (GA TE)資

料管理

⑤ 波 浪データ管理 (○印はわが国加入)
なお、此の他にIOCと wMo(世 界気象機関)合 同

の海気本目互作用のデータの為のグル ープもある。

此等の名称から最近の焦点が自ら判明するであろう。

我国からの各メンパーは、 IoCの 国内対応体である

ユネスコ国内委員会 自 然科学J 委ヽ員会海洋分科会に

属する、海洋資料交換国内連絡会 (各省庁t大 学等の海

海洋調査実施機関がメンパ ーを構成し、事務局は海洋

資料センターに在る)の 意見を考慮して上記グループ

の一員として活動している。

5.地 域センター、専門センクー

我国の海洋資料センター (」ODC)は 、国際交換

組織の一員である他に、 loCの 主催する黒潮共同調

査 (CsK)の 為の地域センター (黒潮データセンタ
ー:KDC)と しての活動も行つている。CSK参 加

の11ケ 国 (中国、インドネシヤ、 日、窯 比1シ ン

ガポール、タイ、ソ連、英 (香港)、 米、南ベトナム)

国際海洋資料交換システム

凋‖

!J

本

イ ツ

うと邦

スベ イン

アメリカ

ツ   i≧

化 ' 1 8■日か

代行指 名機関

をもつ

がCSKよ り得た資料を、収集 。標準化処理 。解析す

ると共に、CSKに 関するデ ータ、各種情報を編集出

版して参加国に提供する義務がある。此の様なIOC

の主催する共同調査プログラムに対応する地域センタ
ーとしては、米国のNODCが カリノ海共同講麿の、

又WDC― Bが 地中海共同調査に対しての地域センタ
ー壊 け持っている。此等は各プログラムに対応し、

永続的なものではないが一方欧州のICES(国 際海

洋開発委員会)の 水路ナービス局の棟こ、北東大西洋

地域の永久的地域センタ0も ある。

又特殊種目の為には、平均水位常置委員会 (PSM

SL)、 国際水路機関 (IHO)及 び食糧農業機関

(FAO)の 水産センターが夫々専門センタ0と して

活動し、広い意味での国際交換ンステムの一員と考え

られる。

6.国 内海洋資料センター

国際海洋資料交換システムの中核をなすもので、此

等のセンターは前にも述べたように現在 15ケ 国が持

っている。更にこれを代行する指定機関を持つ国は 18

▼▼

暫定的地故センター科

ダ'Tl―l lF
WDC一 A十海i羊―半十

W DC一 BI海 洋学|

中中的中巾加中学的”中加業

海

生

港

水

防

科

環

大

地

口

郁

大

企



ケ国である。此等センタ ーの役割は、 自国の海洋資料

を一元的に収集、標準化、処理、保管、解析して自国

の国内利用に供するのは勿論、国際海洋資料交換ンス

テムの各国の窓口機関として活動する事である。その

為の業務を大別すると次の二つになる。

(1)海 洋調査に関する情報活動 : 自 国で計画され

るか又は実施された海洋調査を毎年 IOCに 通朝げ

ること、計画のうちDNP及 び国際共同観測に基づ

くものは観測終了後速力引こ、実施機関からの報告を

ROSCOPと 云うフォームでWDCに 送付するこ

と。WDCで は国際的な目録作成に供される。その

‐
 磐 甲範憲場晶含念蘭錯≧:墨 格!富 昌R呂 潜盈晏普

夕の索引作成等のデータに関する諸情報活動を行う

こと。

(2)海 洋データの標準化処理業務 : 自 国の収集さ

れた資料を国際標準フォーマットに変換し、品質管

理、諸計算の後 航海別に磁気テープにファイルし

てWDCに 送付すると共に、センターで永久保存す

る。今後の国際交換は磁気テープによつて行われる。

更に可能ならば此等デ ータを地域別にファイルし、

統計 ・解析を行つて国内外の利用に供すること。

(3)交 換及び一般サービス : 海 洋データ交換の手

引きに従つて国内外要求者の為の交換の窓口機関と

して活動する他に、利用者の要求に応じて、電算機

ベースでの可能な限りの特殊計算や出版物に依る各

√  種 サービスに応ずること。

7.最 近の動向
‐

 (1)此 のシステムの技術的基礎として、各項目のデ

‐夕に対応して種々のデータ交換用フォーマットが

開発されてきたが、最近は更にそれを統一化した万

能型に近いフォ“マットの開発に進みつ あゝる。

0 上 記(1)を考慮に八れて、最近生物 ・地質 ・測器

による波浪データ等の国際交換のルーチンイ陣こ入り

つつある。

(D 近 年の急速に増大し且つ複雑化するデータに対

応して、国際交換ンステムを強化するために、責任

国内海洋資料センターの役目を、既存の国内海洋資

料センターのいくつかに負わせて、 WDCや NOD

Cを 持たない国又は持 つていても電算設備の充分で

ないNODCを 援助して、 同ンステムを発展せしめ

ょぅとするメカニズムが承認され、 その計画の作成

段階にある。 これに よれば世界の海を数ケから 10

ケ位に分けて、各責任国内資料センタ ーが、 その分

担海域のデ ータに関してあ らゆる責任や援助を行な

お うと云 う思想である。

海 洋デ ー タ処理 の ため の i O C国 名 コー ド

10C国 際海洋資料交換作業委員会第 7回会議 (

1973年 7月、ニューヨーク)に おいて、海洋デ

ータの処理および交換を効果的にするため、データ

照合番号の一部に次のような国名コードを採用1ン、

国際海洋資料交換便覧第3版 (10C技 術ンリーズ

%9)に 含めることを勧告した。この国名コードは

今後もIOC国 際海洋資料交換作業委員会によって、

最新のものに維持されるであろう。

‐ 1 1 -
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海 洋 調査 船の 竣エ

1.気 象庁海洋観測船 「春風九」

1954年 以来神戸海洋気象台に配属され日本

近海の海洋観測に従事し、数多くの成果を収めて

きた春風丸の代替船として建造中であった新 「春

風丸」が昭和49年 3月 25日 完成をみた。新「

春風丸」は総 トン数約370ト ンと十日来船 (150

トン)に 地較し大型化された。したがって観測室

のスミースも増大され、また、種々の近代的な観

測機器がとう載されているので今後の活躍が期待

される。

本船の主な要目は、全長4850初 、巾780初 、

深さ390初 、総 トン数 373.11ト ン、速力約

12ノ ット、最大とう議人員 39名 であるじ

2日 地質調査船 「白嶺九」

わが国初の本格的な地質調査専用船「白嶺丸」

(1,800ト ン)が 昭和 49年 3月 末三菱重工下

関造船所で完成した。

本船の運営は、所有者である金属鉱業事業国が

運航会社と裸備船契約をむすび、工業技術院地質

調査所は同会社 と定期備船契約 ・運航委託契約を

むすんで調査に使用するという形で行われる。

本船は深海底鉱物資源開発のための基礎的調査

研究の強力な担い手として待望久しかつたもので

あり、今年度より日本周辺大陸棚、大陸斜面の海

底地質構造および太平洋の深海底の鉱物資源の賦

存状況に関する調査を計画的に実施していく予定

である。

とう載機器としては人こ衛星航法装置 船上遠

隔操作試錐機、深海テレビ、カメラ、各種クイン

チ等と10,000メ …トル近くの深海底まで各種

調査ができる最新鋭機を完装 している。

主な要目は全長8695初 、巾1340初 、深

さ3.30初 、総 トン数 1,821.60ト ン、速力15

ノット、とう載人員55名 、研究室 5等である。

観  測  調  査

昭和4 8年 度国内海洋調査実施状況及び

昭和4 9年 度国内海洋調査実施計画

年度当初にお願い しました標記については、国内

関係機関 77か 所に提出を依頼いたしました ところ

67ケ 所か ら回答が寄せ られましたので、取りまと

めのうえ 7月 初旬 10C(政 府間海洋学委員会)に

報告しました。

今年度は石油事情の悪化により調査計画にも影響

が現われ、調査の中止、縮少等がみ うけられ全体計

画が掲載できない機関 もありました。

実施状況及び実施計画は先に刊行した JODCニ

ュースの増刊第 3に ゃまた、最近 5か 年間の機関別

計画報告件数は下家 lX Oに 掲載しました。

()内 の数字はDNP又 は国際共同観測の件数を

示f 。

1974年 の分は熱 2)に詳しく示す。

√
　
）q

熱 1)

憩 1970 1971 1972 1973

海 上 保 安 庁

気  象   庁

水  産  庁

防  衛  庁

都 道 府 県水 試

大 学 関 係

そ の 他

18(6)

38(10)

9(1)

1(0)

0

39( 6)

1( 1)

37(11)

49(14)

34(8)

1( 0)

279(25)

4 0 ( 1の

1(1)

46(10

49(1ら

0

0

554( 80

命

の

4 6 ( 1 5 )

52(25)

47( 3)

2( 0)

589(20)

34( 6)

180( 4)

計 106(24) 4 4 1 ( 7 1 ) 743(12め 〕48(73)



表(2)

海上 保 安庁 庁

区管

本

一

二

三

四

八

九

十

2 2 ( 1 4 ) 都道府県水産

試験場

岩  手

宮  城

福  島

茨  城

千  葉

東  京

神 奈 川

静  岡

愛  知

三  重 (伊勢湾)

″ (浜  島 )

和 歌 山

大  阪

兵  庫

岡  山

広  島

山  口 (内 海 )
' (外  海 )

愛  媛

高  知

大  分

福  岡 (福 岡 )
〃 (豊  前 )
崎

島

縄

崎

賀

本

根

取

都

井

川

山

田

児

宮

鹿

沖

長

佐

熊

島

鳥

京

福

石

富

秋

4 5 ( 1 4)

気  象  庁

和 4 9 年 7

月までの調査

航海の計画数

である。)

函 館 海 洋 気 象台

神 戸   〃

長 崎   〃

舞 鶴   〃

6 (   2)

4 (   2)

4 (   2)

3 (   2)

4 (  2 )

2 1 ( 1 0 )

水  産  庁

北海道区水産研産所

東 北 区  ″

東 海 区  ″

南西海区  〃

西 海 区  ″

日本海区  〃

遠  洋   ″

1 栄

8

1 1

6 (   3)

2栄

80)1栄

2

3

庁

庁

省

省

省

衛

境

部

産

設

防

環

文

通

建

国 立 極 地 研 究所

地 質 調 査 所

国 土 地 理 院

7

4

1 (  1 )

8 (   8)

4 (  4)

東 大 海 洋 研 究所

北 海 道 大 学

長  崎  大  学

鹿 児 島 大 学

34 (   5)
581(99

北 海 道 稚

〃   釧  路

″   函  館

2

6 (  1 )

2 (   2)

1 9 ( 1 9)

1 4 ( 1 3)

35 (   2)

1 2

1 5

4 9

1 2

1 5  (   3 )

2 5

2 4

1 2

1 0

1 7  (   5 )

1 2

24 ( 24)

1 2

2 4

1 2

4

1 2

2 5

5  (    5 )

1 6

1 2

49 ( 1 5)

10 (   4)

1 4

1 1

5

5

9

6

9

7

1 0

1 3

6 (   6)

(  )内 の数字はDNP又 は 測の件
数を示す。また、 栄印を附した数字は他機関との

共同観測を示す。
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時

国 内 会 議

日本ユネスコ国内委員会自然科学小委員会

海洋分科会

第52国 会議

日時 昭 和49年 4月 30日 00

1 3 0 0 ～ 1 6 . 0 0

場所 文 部省第1特 別会議室

議事概要

1.経 過報告

事務局から次の報告があつたo

(1)今 回会議か らECOR日 本委員会より寺田一

彦氏が本会議に出席することになった。

(21 東京大学海洋研究所白鳳丸は、 2月 6日から

3月 22日 までフィリピン東方海域において、

黒潮共同調査観測を行ない無事帰国した。ス

ノ連科学調査船アンタレス号及びアノハズィヤ

号は、 5月 8日 から10日 までそれぞれ東京港

と横浜港に寄港する。

(31 郵政省電波管理局長に対し、 「IOC第 8回

総会決議Ⅷ -18:海 洋データ伝送用無線周波

数について」及び 「回章%450:世 界無線主

管庁会議 (WARC)に より割り当てられた海

洋デ ータ伝送用HFバ ンドについて 」を通知し

女二。

2.10C執 行理事会第 4回会議について

(1)6月 17～ 22日 カナダのオッタワで開催さ

れる標記会議会の我が国からの出席者として庄

司大太郎、竹内能忠の両氏が適当であるとした。

(功 標 記会議において重点的審議が予定されてい

る国際海洋探査 10年 計画 (IDOE)に つい

ての我が国の態度を審議したo

3.CSK国 際調整グブレープ第 10回 会議について

昭和 50年 3月 東京で開催予定の標記会議及び

同時開催予定の汚染ワークショップの対処方針を

検討した。

4 海 洋環境汚染の世界的調査 (GIPME)国 際

調整グループ第2回 会議について

7月 15～ 19日 ニュ…ヨークの国連ビルで開

催される標記会議に菅原調査委員が出席する旨及

び同会議の議題等が説明された。

5.国 際会議出席報告      ｀

(1)2月 4～ 7日 ニューシーラン ドのウエリント

ンで開催された第 4回太平洋津波警報組織国際

調整グル‐プ会議に出席した気象庁末広地震課

長より出席報告書に基づく報告があったo

(2)3月 22～ 28日 スイスのシュネ。ノで開催

された第6回 国連海洋汚染専P目家会議 (GES

AMP)に 出席した東京水産大学吉田助教授よ

り出席報告書に基づく報告があつたo

第 53回 会議

日時 昭 和 49年 5月 28日 (火)

1 3 . 3 o ～ 1 6 3 0

場所 文 部省第 5特別会議室

議事概要

1.経 過報告

事務局から次の報告があつたo

(1)海 上保安庁水路部において、 5月 16日 (木)

海洋資料交換国内連絡会第5回 会議が開催さ沖A

「海洋汚染調査報告について 」及び「責任国立

海洋資料センタ0(RN ODC)に ついて」を

審議した。

(2)5月 13～ 17日 米国のグセスパークにおい

て開催された海洋汚染モニタリング (油)に 関

するシンポジウム及びワ‐クショツプに、我が

国から海上保安庁水路部堀海象課長が出席したo

(3)10C事 務局から南大洋国際調整グループ第

2回 会議仮議事日程及び第4回太平洋津波警報

組織国際調整グループ会議報告書、又、ユネス

コからInternational Marine

Sciences Newsietter No.4及 び

I n t e r n a t i o n a 1  0 c e a n o g r a p h i c

TableS V。 1・2 の 送付があつたo

0 1 5‐



2.IOC執 行理事会第4回 会議について        沢 海洋課長が座長となり議事が進められた。

6月 17～ 22日 カナダのオッタフで開催され

る標記会議への我が国からの出席者を庄司大太良R  議 事概要

竹内能忠の両氏とした。               1.昭 和 49年 度各庁海洋業務計画について

3、責任国立海洋資料センター (Responsible    海 上保安庁、水産庁、防衛庁、気象庁及び海洋

Nationa1 0ceanOgraphic Data    資 料センターよりそれぞれの昭和 49年 度海津観

Centeri RNODC)に ついて         測 業務等の実行計画にづいて説明があった。

これについて、海洋資料交換国内連絡会第 5回    2 専 門委員会の活動について

会議 (5月 16日 )に おいて検討、作成 された意    (1)STD専 門委員会

見を中心に審議し、 10Cの 企画するRNODC      ま だ問題が残っているので、XBTを も含め

の一つを我が国の海洋資料センターが担当するこ     て 49年 度も引続いて活動することとした。

と官言ことよ

の`で、しかるべく事務手続を進める   (2)雀

覇盆裾邑詔篭屋留香晶盆、相互の情報交換     ‐

4 1975-1976年 度ユネスコ事業計画予算     協 力などのため、 49年 度も引続いて活動する

案について                    こ ととした。

ユネスコ本部からこの予算案の配行があったが、   3.各 庁海洋汚染調査業務等の紹介

これについては IOC執 行理事会第4回会議討こお     海 上保安庁 (警備救難部及び水路部による海洋

いて、文、国内的には当海洋分科会第 55回 にお    汚 染調蔭について)、 水産庁 (漁場保全関係新規

いて審議する予定である旨説明があった。       重 要施知こついて)、 気象庁 (海洋パックグラツ

5 そ の他                      ン ド汚染調査について)、 海岸資料センタ 0(海

(1)海 洋資料交換国内連絡会第5回 会議において    洋 汚染データの取扱について)そ れぞれ説明があ

検討のうえ作成された海洋汚染調査報告の書式    っ た。

について説明し、了承された。           4 10C関 係について

(2)5月 13～ 17日 米国のグセスバークにおい   (1)水 路部庄司参事官から、最近の10C総 会の

て開催された海洋汚染モニタリング (油)に 関     動 向等について談話があつた。

だ盈≧墨備逢登曇螢官;こそ蚤魯讐ご量ら『登    (2)。雷衝富篠居濯亀居をRと紫騒晨暑皆蟹PIG _ 1
告
奮許養祥パィロットプロジェクト実行のた '審堅堅需得療習橘最晶塾皇から、49年度のt  ヨ

めの準備会議を関係機関の担当官を集めて、近    海 洋関係の特別研究促進調整費について説明があ

日中に開催することになった。            り 、これについて質疑応答を行なった。

三宮庁 海洋業 務連絡会

第32回 三官庁海洋業務連絡会経過概要

海 洋資料交換国 内連絡会

第5回会議

日時 昭 和 49年 2月 20日 (水)         日 時 昭 和49年 5月 16日 (沐)

1 4 0 0 ～ 1 6 4 0                   1 4 0 0 - 1 7 0 0

場所 気 象庁海洋気象部会議室            場 所 海 上保安庁水路部第4会 議室

気象庁多賀海洋気象部長の挨拶ののち、同部増     川 上/1t部長の挨拶に続いて、二谷海洋資料セ
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ンタ 0所 長が座長とな り議事が進め られた。

議事概要

1.海 洋汚染調査報告について

海洋資料センターか ら、本連絡会汚染資料グル

ープが作成 した標記報告の書式を提示して、 この

報告及びデ ータのセンタ ーヘの送付方式の説明が

あり、検討の結果 原則的に了承された。

2 責 任国立海洋資料センタ 0(Responsib le

N a t i o n a 1  0 c e a n o g r a p h i c  D a t a

Center;RNODC)に ついて

二谷海洋資料センタ ー所長が、本件 を審議す る

こととなった経緯、 RNODCに 関す る 10Cか

らの回章、 RNODCの 性格 と役害」、 こな′を担当

するメリッ ト及び上記回章に対する本連絡会の意

見案について説明した。

検討の結果、上記案の意見を日本ユネスコ国内

委員会自然科学小委員会海洋分科会へ提出するこ

とが了承された。

3 国 際地質 ・地球物理学航海資料貯蔵目録につい

て

海洋資料センターから、昨年 6月 に改訂された

標記目録の書式について説明があり、関係機関ヘ

の依頼は追って行うこととなった。

4 国 際海洋資料交換便覧第 3版について

海洋資料センタ ーから、本年 3月 に改訂した標

記便覧の配布があり、前版たの主な相違点が説明
!  さ

れた。

国 際 会 議

第 4回 太平洋津波警報組織 (lT S U )

国際調整グループ会議

上記会議が 1974年 2月 4～ 7日、 ニュージ…ラ

ンドのウエ リン トンで開催され、関係 9ケ 国代表及び

IUGG、  10Cの 関係者が出席した。我国代表とし

て木広重二地震課長 (気象庁)が 出席した。なお同氏

は本グル ープの委員長である。主な会議内容は、

1 ハ ワイにある国際津波情報センタ。 (ITIC)

の活動を強化 (加盟国への技術的ア ドパ イス、特

に開発途上国への定期的な訪乱 現警報ンステムの

の評価、調整のとれた観測システム開発の継航

デ ータの取得、貯蔵、回収、 配布ンステムの維持

等々に関し)す ると共に、米国以外の本グループ

加盟国から、同所の副所長を選んで国際協同の実

をあげること。

2 国 際的な津波警報組織を拡張するため、今後検

潮所や地震観測所を設立すべさ場所の撰定とその

優先順位を決め、 IoCか ら各国にその設立を促

すことになった。我国の関係するところでは、検

潮所の第一優先地の一つに硫黄島力【 叉地震観測

所の第二優先地の一つに南鳥島が含まれている。

3 津 波警報の為の国際的に賛意を得た報告型式の

定格化を促進すること。その為に米国商務省刊行

の (Wave Reporting Procedures

for Tide Observers in the

Tsunami Warning System"(刊 行%

30-3、  1970年 改訂)の 4～ 7章 を国際的

に使用することを勧告した◇

第 6回 国連 海 洋 汚 染専 門家会 議

( G E S A M P )

IMCO、  FAO、 UNESCO、 WMO、 WHO、

IAEA等 の国連機関の専門家に よる、国連海洋汚染

専門家会議の第 6回 会議が、 1974年 3月 22～ 28

日にジュネーグのWHO本 部に於て開催さオ弘 上記諸

機関から16名 が参加した。我国か らはFAOの 指名

に より、吉田多摩夫助教授 (東京水産大均 が出席し

た。主な議事内容は、

1 海 洋にとっての有害物質の評価ヤ式 本グループ

で以前から行われて来た 力ヽ 今Eに その結果を出

版すること。なお今後も常に汚染に関する資料を

審査し、必要があれば補充すること。

2 海 洋汚染監視ンステムに関しては、そのモニタ

ーすべき困子として、従来物理的化学的因子を設

定してきた力X今 後は生物学的諸因子 (例えば生

産力、微生物等)を 含むこと。なおモニタリング

に当つては、環境汚染レベル及びその影響に関す

る二面から考慮されるべきこと。

- 1 7 -



3 現 在WMOの 専門家によって行われている大気 。

陸上 ・内水面 ・外洋の環境汚染の気象学的水文学

的研究には、今後海洋化学t海 洋物理学の専門家

を加えた特設委員会を設けてこれに当り、次回の

本会議にその成果を報告するようWMOに 勧告す

ること。

4 廃 棄物の海洋投 棄場所の選択についての中間報

告がなされた力ヽ 生物学的意見をも組入れた報告

を次回会議に提出すること。

5.海 底の調査開発に よつて起る汚染問題について

検討する為の優先順位は、(1)石油及び天然ガス、

(2)マンガン鬼 (3)凌熱  (4)海中構造物とする。

なお参考までに本グループの中の各作業グループ

は次の通りである。

(1)有 害物質の評伍 (2)沿 岸海域の水質規準、

(3)モ ニタリングンステヘ (4)海 洋投棄、

(5)油 汚終 (6)海 洋開発による汚染

油 によ る海 洋汚 染 に関す るシ ンポ ジウム

及び ワー クシ ョップ

標記集会が 1974年 5月 13～ 17日 に、米国メ

リーラン ド州の ゲセスパ ーグで、 10Cと 米国商務省

の共催で開かれた。約 250名 に及が各国か らの参加

者があ り、 日 本か らは堀定清海象課長 (海上保安庁水

路部)が 出席した。

その目的は、 1975年 1月 か ら実施が予定されて

いる 10Cの IGOSSの 枠での海洋汚染 (油による)

のパイロットプ ロジェク トに先立って、 油汚染の現状

と問題点をとりあげ、又先に IOC/WMO合 同の I

00SS計 画部会 (lPLAN)が 作成した同プロジ

ェク トの実施計画の評価と見なおしをすることにあつ

た。

シンポジラムでは、海面の油のス リック、 タ ールボ

‐ル、海水中のは 有機肱 堆積物中の油等について

の採取点分析法やその生物学的見地か らの評価が論 じ

られ、 ワークショップではそれらについ てのまとめ及

び勧告力W乍成された。更に此れを受けて 5月 20～ 22

日、 IO C / W M Oの 合 「」作業チ ームに より、 IP L

A Nの 実施 葬の 修正を行 った。その結果、 プロジェク

卜の対象海域 として、アラビア海より日本に到る海域

が追加され、我国も此のプロジェク ト計画に参加する

ことになる。各勧告や修正実施!案は後日10Cか ら各

国に配布される筈であるが、我国として早急に対処す

べきことは次の事項であろう。

1.本 パイロット・プロジェクトに関する国内調整

官の早期指名

2 我 国の国内実施計画の作成及び必要な予算措置

3 1GOSSに 関する責任国立海洋資料センター

の整備

4 開 発途上国への教育。訓練の要望こ対する対処

本針

第 4回 1 0 C執 行理 事会

上記会議は、 1974年 6月 17日 から22日 まで

カナダのL/スター・ビアソン会館 (外務省)で 開かれ

loCの 議員 4人の副議長、理事国代表及び国際機

関の代表が出席した。

日本からは竹内能忠教授 (東海大勢 と庄司大太郎

参事官 (海上保安庁水路部)の 2名が出席した。

昨年 11月 パリで開催された IOC第 8回 総会以後

の 10C活 動について討議し、必要な決議を採択した。

また、 IDOEの 科学的成果についてもいくつかの報

告があつたo

15の 決議が採択されたが、我が 国に関係する主な

ものは、 1.津波警報組織第4回 会議報告の採矢  2新

GEBCO委 員会の報告の採択R 3CSK国 際調整グ

ループ会議の任務を再考すること、 4日 本からの任意

拠出金の受入れなどがあつた。

この会議にも海洋法会議のかげが大きく影響し、法

律問題に関係することは、議題とするかどうかでも、

費否の議論が対立し、長時間の議論を呼ぶ有様であつ

女こ。

なお、 次回の執行理事会 は、来年3月 、イタ リーで

開催される予定である。

第

合
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第 3回 日米 天 然会 議海 底調 査 専 門部会

合 同会 議

1974年 8月 27ロ アメリカ合衆国ハワイ州ホノ

ルル市で上記会議が開催され、 日 本恨tからは部会長の

杉浦邦朗測量課長 岩淵義郎同補佐官 (以上海 上保安

庁水路部)、 水野篤行海洋地質課長、中条純輔地球物

理課長 (以上地質調査所)が 参加し、アメリカ側から

は部会長代理の海洋調査局長Admiral A.L.

Powell、  地 球物理太陽データセンターのHerf

Чeyere氏 (以上NOAA)、  L,Wo KrOenke

曳  Jo Craven教 風  A, S.F u r urllo t o教
‐

授 (以上ハワイ大学)が 出席した。

議題は、技術報告 と討議に分れ、技術報告の主なも

のは、 アメ リカ側か ら、 1.最新調査機器について、

2地 球物理学的データについて、 3ハ ワイ大学の海洋

研究と、 日米協力計画について、

海 洋 関 係 の 国 際 会 議 予 定

IOC事 務局の調査 (1974年 3月 15日 現在)

び我が国に関係あるものは次のとおりである。 (19

日本狽1からは、 1.海 の基本図測量とその成果につい

て、 2新 造地質調査船 「白嶺丸 」についてであった。

この報告のうち、 アメ リカ側か ら沖合験潮通報ンステ

ム、音響 ドップラ いによる遠隔測量ンステム、 レ ーザ

ー測深儀、海底地形探査機 ハイ ドロコグ ・ハイ ドロ

プロッターの改良型等が紹介された。

本調査部会の共同研究チーマとしては 日 米か ら共

通した課題が提出された力ヽ  と くに、将来の水路部の

大洋の海の基本図 (1/50万 )の ための測量につい

て、標準化 した方式による太平洋海底調査 として実施

すべ く、技術の交流が必要であるとの見地から、若い

科学者の交流を相互に推進することとした。 また、同

月 28題 には同会議メンバ …は、 ホノル7L/に入港中の

白嶺丸を訪門し、塔載調査機器及び成果について討議

した。

に よる標記会議の開催予定のうち、全世界的なもの及

74年 10月 以降の分のみ)

コ iOC関 係 (ユ ネスコを含む )

19 7 4
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√
　
） 2 1  -  2 6  0 c t .

i V  M  O , G e n e v a

E n d  N o v e m b e r

U n e s c o ,  P a r i s

9  -  1 3  D e c .業

Wl1/10,Ge neva

1 9 7 5

」a n 。― F e b .

U n e s c o , P a r i s
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100SS  Technical Systems Design and Deveiopment
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96th SeSsion Of the Executive Board Of Unesco
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-4 th 」 oint Session IOC ,Vorki ng CoIIIni ttee for

I∞ SS and i甲 町10 Executive Con■ mittee Panel  on
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C E いヽ
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10th Session of the IC(} for the CO― Operative

Study of the Kuroshio and Adjacent Regions
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5 t h  S e s s i o n  O f  I O C  t t x e c u t i v e  C o u n c l 1  0 C ―つ

8th Sessio■  of the IOC ttVorking Co■ llni ttee on

lnternationa1 0ceanographic Data Exchange

C  O D E―Ⅷ)
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S i x t h  S e s s l o n  O f  t h e  1 0 C  D x e c u t i v e  C o u n c i l

3 3 r d  S e s s i o n  I M C O  C o u n c l l
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Unesc o,Paris     OC-0

0ct./Nov.         Ninth session of the 10C Assembly(IOC― I詢

Unesco, Paris
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1 9  -  2 5  N o v .       W中 ■0:  N I e e t i n g  o n  t h e  C o l l e c t i o n  a n d  E v a l u a t i o n
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November(2nd half) 63rd SeSsion of the FAO Council

FAO, Rome
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受領 刊 行 物

昭和 49年 1月から8月 までに受領した主要刊行物は下記のとおりである。

(国内 )

所出 書  誌   名 所出 書  誌  名

海上保安庁

菊 祉 絃 細

第二宙丞海上保安本部

昭和 49年 潮汐表第 1巻

〃50    ″

燈台表第 1巻

平均水面および基本水準面一覧

表

風路図誌目録

水路部研究報告第 9号

太務部観測報告海洋編第 11号

〃   潮 汐編第 9号

〃   地 磁気編第 8号

〃  天 文測地編第 8号

日本近海海況図 (昭和 47年 7

月～ 12月 の成殉

海洋速報 49年 第 1号 ～第16号

海洋概報 48年3号及び 49年1～

2 号

有明海ヽ八代海海象調査報告書、

潮流図

瀬戸内海備讃瀬戸航路地形調査

報告

東京湾北部海底!也形 。地質調査

報告

東京湾観者崎付近海底地形 ・地

質調査

日利司辺海底地質図、地形図

Gヒ登半島 一男鹿半島 1/5に D

苫小牧港の潮流観測報告

北海道周辺海域の平均海況につ

いて

北海道沿岸における海1氷状況

(昭和 29年 ～昭和 48年 の調

査統計)

海洋概報 49年 第1号～第2号

海洋速報 49年 第 1号～第11号

東北海域海洋速報第 1長～第4号

海洋概報 48年 第 3号 及び49

第二駆 海上保安本部

第七径 翻 安本部

第八穀 本部

第九径 海上舷 本部

第十管区海上保安本部

第十一管区海上保安

本部

海上保安大学校

庁

年第1号

千葉港至木更津港潮流観測

響灘 (若松沖)潮 流観測報告

舞鶴港潮流観測報告

管内海水透明度測定結果 1号 ～

3 6 号

海洋速報 49年 第 3号

海洋概報49年 第 1号～2号

海洋速報 49年 第 2号

海洋概報49年 第 1号～ 2号

八代港付近潮流観測

海洋速報49年 第 1～ 2及 び 6

～ 7 号

海洋概報 49年 第 2号

石垣港潮流観測報告

研究報告第一部 48年 度第 19

巻第 1号～ 2号

研究報告第二部 48年 度第 19

巻第 1号 ～ 2号

全国海況旬報%979～ %1002

気象庁海洋気象観測資料

紘 1 3、 %5 1-5 2

気象庁観測技術資料

第8号、 11、 12、 33～ 35号

気象庁技術報告第 29& 30、

3 5 、 4 0 、 4 4 ～4 7 、 4 9 、 5 0 、

52、 67、 73、 81～ 83号

潮汐観測第 4集 第 5～ 7号

気象要覧第 874号 ～ 883号

研究時報 24巻 12号 、 25巻

1号 ～ 11号

全国検潮速報 1973年 10月

～ 1 9 7 4 年4 月

気象庁海洋汚染観測速報第 5号

昭和 49年 潮位表
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所出 名誌書 所出 書  誌   名

庁象気

気象庁気象研究所

気象庁仙台管区気象

函館i句洋気象台

神F  〃

雛 亀  〃

昆崎

北海道区水産研究

所

東北区  〃

庁産

静止気象衛星計画

気象衛星用語集

気象庁月報 48年 6月 ～ 11月

気象庁年報 46年 第 1割R 2部

気象研究所研究報告第 24巻 、

プ紘 3、 4

仙台管区異常気象報告第39～

41号

海洋速報第 11巻 4号、第 12

巻 l 、2 号

海洋速報%66～ 68

1974年 夏の海面水温予報

旬平均海面水温%94～ 116

海洋速報筋 261～ 269

海上気象概報筋 236～ 242

西 日本海況旬報937長弟 957号

海象と気象第 20巻

海上気象報告第 9号

海洋速報第71号 ～ 73号

水産試験研究機関海洋

観測資料昭和46年 (前朝)

開洋丸調査航海報告書

昭和46年 度～ 48年 度

まぐろはえなわ漁業漁場別統計

調査結果報告昭和 47年

カツオ竿釣漁業漁場別統計調査

結果報告昭和45年

漁業資源研究会議報第16号

主要遠洋漁業資源

〔I〕 オットセイ資源

〔工〕鯨類資源

〔皿〕海洋環境と資源生物の分

布

北水研ニュース%9

漁場海況概報

東北区漁場海況概報1973年

1 0 月～ 1 9 7 4 年6 月

東北区水産研究所研究報告%32、

昭和48年 度漁況海況予報事業

東北区水産研究所

東海区  〃

南西海区

西海区

日本海区

遠洋

国立真珠研究所

北海道立水産試験

場

〃 網 走水産試

験場

東北ブロック実施要領

長期漁況予報%1～ 33

漁場海況概報%1～ 28

東海区水産研究所業積集

昭和 34年 度～ 47年 度

東海区水産研究所研究報告

第 10考チツ23岳 第30号 や75号

さかなた 1～ 11

南西海区水産研究所ニュース

プ紘10

漁場海況概報筋 67～ 70

年次報告%1～ 3

西海区水産研究所ニュ ース%15

～ 1 7

漁況月報筋 22～ 29

漁場海況概報%48

第 13、 15、  17回 西水研ノ

ロック

漁海況予報会議におけるンンポ

シューム

昭和 49年 度漁海況予報事業調

査指針

日本海漁場海況速報%274～

280

昭和 49年 度漁海況予報事業調

査指針

研究報告第25号

遠洋水産研究所ニュース%16

ヘフ1  8

研究報告 9

マグロ類養殖技術開発試験報告

真珠研究所ニュ ースた 1～ 3

国立真珠研究所報告 1～ 17

″    資 料 1～ 3

昭和 47年 度漁況海況 予報事業

結果報告書

ナンマ文献 目録

事業報告書昭和 39年 度、 42

～ 47年 度

漁海況速報
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出    所 1   書  誌  名 出 所 名誌書

北海道倒1降水産試験

場

秋田県

岩手県

宮城県

茨城県

千葉県   〃

東京都 (大島)水 産

試験場

東京都 (八丈島)

神奈川県  7

静岡県

愛知県

二重県 (浜島)

一′

）
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所出 書  誌  名    1 出   ~ ~ 所 書  誌   名

Ｙ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

か

県

場

県

御
諏
軸

(福岡)

熊本県

鹿児島県  〃

沖縄県   ″

長崎県   〃

佐賀県   〃

山田県 (内海)

山田県 (外櫛

鳥取県

京都府

翻 | 1 県

百

昭和 48年 度航空観測漁海況調

査報告

昭和 48年 度薩南海域におtナる

カツオ漁況と漁場

Reduced Data Card天

草灘 48年 12月 、 49年 2、

4、 5月

海洋観測表 (薩南海域)48年

9 、 1 1 月、 4 9 年 1 月

沿岸定線調査報告 48年 度第 6

号

沖合定線 調査報告 48年 度第 3

～ 6 号

海洋転剛 表 (沿岸定線)

48年 12月 、 49年 1～ 5月

海洋観測表 49年 2、 5、 6、

8月

研究報告表題 目録 (昭和 26～

44年 )

年報 昭 和 44～ 47年 度

試験場報告第 1～ 4号

Reduced Data Card

1 9 7 4 年3 月

海洋観測表 (山田県沖合)5月

海洋観損」表 (地先定線 )

4 9 年 2 、 3 、 7 月

昭和 46年 度試験場報告

昭和 46年 度 日本海我培漁業漁

場資源生態調査報告書

海洋観測表 49年 2、4、5、6、8月

昭和 47年 度事業報告書

昭和 47年 度加賀海域底漁資源

生態調査報告書

富山県水産試験場

新潟県  〃

運輸省大臣官房

〃魏 深葵境剣局

新潟調査設計事務所

〃第二港湾建設局

神戸調査設計事務所

〃第四港湾建設局

下関調査設計事務所

防 衛  庁

海洋観測表 49年 1～4月、6、7月

昭和 46、 47年 度沿岸漁場海洋

観測結果報告書

昭和 47年 度漁況海況予報事業

結果報告書

漁況海況速報第 22～ 29号

研究報告第 3号

トランスポー ト49年 1)啓▼7月 号

風速台帳第 2、 4、 9集

潮汐台帳第 1、 2集

波向観測台帳第 1、 2、 6集

波浪観測台帳第 7、 12集

港湾構造物細部設計基準 (案)

第 2 集

港湾構造物設計図集第 6集

ラィン ド・スクリーンに関する

研究第V報

防波護岸の越波に関する模型実

験及び現地観測調査報告書

新潟海岸調査成果報告書

日本海東部海岸調査報告書

新潟東港設計計算書

金沢港   ″

新潟港東港地区西防波堤設計計

算書

敦賀港松栄地区設計計算書

七尾港湊町設計計算書

新潟港西港地区第二西防波堤設

計計算書

金沢港西防波堤設計計算書

次田港南防波堤設計計算書

昭和 47年 度瀬戸内海水質保全

対策調査報告書

景境保全関係資料冥 lX 13)

召和 47年 度管内波浪観測台帳

皮浪観測台1長第 10集

再12次 南極地域観測協力実

色報告書

受面水温分布図 49年 1月ヤ8月  十
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所出 書  誌   名 所出 書  誌   名

科学技術庁

国立防災科学技 術セ

ンタ ー

国立極地研究所

建設省国土地理院

海洋観測の 自動化 ・遠隔化のた

めの総合研究報告書

北方亜寒帯海域に関する総合研

究報告 書

将来の海洋資源に関する基礎資

料

海洋微生物お よびノランク トン

の役害」と開発末も用に関する基礎

資料

わが国における水産増殖及び養

殖の将来の方向に関する調査鶴

防災科学技術%1、 21、23～ 25

防災科学技術総合研究報告

第 13、 18、 32～ 34号

国立防 災科学技術センタ ー研究

報告第 8、 9号

国立防災科学技術センタ ー研究

速報第 2、 7、 8、 10号

防災科学技術総合研究速報第 1

～ 7 号

防災科学技術研究資料 第 5、 7、

9 、1 2 、1 3 号

強震速報筋 10

南極資料第 45、 46、 48、 49号

」ARE Data Report

y紘11、 16

」A R E  S c t e n t i f i c  R e p o r t

S e r i e s  B  y 紘1

S e r i e s  C  プ 紘1～7

Series D %1

昭和 47年 験潮記録

昭和 47年 海岸昇 降検知 センタ

ー潮位年報

沿岸海域基礎調査報告書 (蒲郡

地区、八代海南部地区 )

1/25万 沿岸海域地形図 伊 良

湖1駄 教良木、津東部、 田原、

蒲郡

1/2.5万沿岸海域土地条件図

伊良湖岬、教良木、津粛穀 榊

建設省中部地方建設

局

工業技術院地質証査

所

〃 中 国工業技術試

験所

東京都公害研究所

大阪府

熊本県

横須賀市博物館

北海道大学

東京大学

東京教育大学

お茶の水女子大学

東海大学

中部技術ニュース 第 67～

69号

地質ニュース 241

Technical Bulletin

Vol. 7

中国工業技術 %2、  3

中工試ニュース %5

昭和 46年 度東京湾総合調査報

告書

昭和47年 度水質汚濁共同調査

報告書 (東京湾総合調査)

都内河川 ・内湾水質調査資料

昭和 47年 度大阪府下河川等水

質調査結果報告書

昭和46、 47年 度水質調査報

告書

横須賀市博物館雑報

プ傷2-4、  プ紘6-1 9

横須賀市博物館研究報告

(自然科均 第 2～ 6、 第 8～

2 0 号

海洋調査漁業試験要報第 17号

」OU RNAL of the

FACULTY of Science

Vol。 4、フ吃2

東京大学海洋研究所業績集

V o l . 1～ 3           ｀

B u l l e t i n  O f  t h e  O c e a n

R e  s e c r o h  l n s t i t u t e

y紘6

P r e l i m i n a r y  R e p o r t

o f  t h e  H a k u h o m a r u

C r u i s e  K H - 7 1… 1、

K H - 7 1 - 5

C o n t r i b u t i o n  f r o m

the Shi mod a Biological

S t a t i o n  N o s 。1 8 2 - 2 0 0

館山臨海実験所研究報告第 1集

海洋学部業積集第 1集

″  紀 要第7号

‐ 2 6 -



一　

一
東海大学

三重大学

京都大学

高知大学

広島大学

九州大学

熊本大学

長崎大学

琉球大学

金沢大学

新潟大学

三崎水産高等学校

理化学研究所

日本海洋学会

〃 沿 岸海洋研究

部会

日仏海洋学会

海洋気象学会

水産海洋研究会

第 2回右明海総合海洋調査報告
室

昭和 48年 度小型舟艇、 望星丸―、

東海大学丸皿世業務報告

海洋観測 表

海 のは くがつかん

大勢丸調査報告 MU- 7 2 - 3

C o n t r i b u t i o n s  O f

t h e  g e o  p h y s i c a l

l n s t i t u t e  ブ紘1 3

防災研究所年報第 16号 A.B

宇 佐臨界実験所研究報告

V o l 。 2 0 、 ン琢1 / 2

水畜産学部紀要Vol.12、 %2

Publications frOm

the Amakusa Marine

LaboratOry Vol.1、

フら1-2、  「ヽ。1。 3、 刀ら2

合津臨海実験所報 CALrNUS

ンあ3

合津臨海実験所業積集第 3巻

研 究報告第 36号

瀬底臨海実験所テクニカル ・ン

ポー ト% 1 ～ 2

日本海域研究所報告第 1号～ 5

号

佐渡臨海実験所研究年報第 2号

～ 4 号

湘南丸乗船実習報告書 昭 和 40

年度～ 47年 度

海洋研究室業積集Vol.1～ 2

学会誌Vol。 29、 %5～ 6、

V o l 。3 0 、花 1 ～2 、 4 9 年

度春季大会議演要旨集

沿岸海洋研究 ノート第 11巻 第

2号

うみ第 11巻 第4号、第 12巻

第 1 号

海と空第 49巻 第 3、 4号

会報第 24号

日本測量協会

日本地図センタ ー

日本船舶振興会

日本機械工業連合

会

日本船舶機器開発

協会

漁業情報ナ ービス

センタ ー

海洋水産資源開発

センタ ー

日本海難防止協会

海洋科学技術セン

タ ー

海中公園センタ ー

〃鏡浦研究所

線類研究所

日本海洋開発産業

協会

ａ

Ｋ

日本海東部漁場図

日本海西部漁場図

本州東方漁場凶

潜水調査船 「しんかい 」操船の

実際

GRAPHし んかい

衛易航海案内 「東京湾 ―伊勢湾 」

測量 1月 号～ 8月 号

地 図センタ ーニュ ース%7～ 23

技術文献集報Vol.8、 拡 9～

12、  V01.9 ソ %1～ 2

NSSL文 献ニュ ース%1～ 3

海洋開発関係資料 目録

48-9～ 49-4、 総 目録

海洋機器開発Vol.6、 %1～

7

漁海況速報第 102～ 139号

J A M A R C  第 5号

南 極の海洋生物資源 オ キア ミ

関係抜すい訳

海洋汚染紡止の調査研究

(昭和 47年 度中間報告書

昭和 48年 度海難防止の訪船指

導事業報告書 (小型船 。漁船)

なつしま %5～ 8

欧州海洋開発技術調査報告

海中公園情報 30～ 32

錆浦地先定線調査報告

Vol。 ■ 7z l～ 9、 v。 1.2、

%1～ 7、 V。 1,3、 花 1～10

Vol。 4、プ紘1-lo

鋳浦定置観測報告

昭和 46、 47年 分

鯨研通信第 269～ 275号

JOIAニ ュース Vol.2、

% 1 ～ 6
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出 所 室
誌 名 出 所 書  誌   名

Ocean Age 197瑠 的 月号
～ 8月号

海洋科学 49年 1月号～ 8月 号

TECHNOCART V。 1.7

ッ紘5 ～ 8

三菱重工%31

Presentation V。 1.1、

刀り1、 Vol. 2、  刀傷1

沖電気研究開発 97

船船気象観測表

間組研究年報 1972

産業とロープ %23～ 25

黒 潮 第 1 ～ 3 号

航跡 第 214～ 216号

造船技術研究開発要約集

%5-5 海 洋機器部門

造船技術研究開発課題集%5

衛星通信の海洋への応用

―ジ

（
ノ
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SOVIET Ulf10N

The Academy of Sciences of the UssR : Institute

of Oceanology
ネ The Pacific Ocean , Sedinentation in the Pa―

cific Ocean, Geonorphology and Tectonics of

the Pacific Ocean Floor, Ceneral Circulation

of the Pacific Ocean Waters

The Academy of sciences of the USSR : Soviet

Ceophysical comlnitと ee
承 Geophysical Bulletin, No.25, 26

Principal Geophysica1 0bservatory naned after

A.I. Voelkov
承 Parameters of Tropical Clinate For Technical

Purposes

Gidrometeoizdat, Leningrad
* Observations of Terrestrial Tides in Tbi■ isi

The Acaderly of sciences, UssR
承 Lecture series maned after V.I,Vernadskii,XII

Order  of Le■ lin Arctic and Antarctic scietific

ReSearch lnstitute
章 Transacし ions of soviet Antactic Expedition,

V01.58-61, 39 & 41

All― Unlon scientific study institute of physico―

technical and radiote chnical measurements
* Prototypical time in Average Monents Of Ra―

diosignals Transmission, 」 aFl.―Sep. 1973

Scientific Research lnstituじ e for Pacific Ocean

Fisher■ es and Oceanography
本 Shorじ  period Vatiability of OceanograrlhiC

conditions in the lndusCri気 l RegiOns of (   )

part of the Kl■ rOshio Water Systen, 1973 Vol.89
* Report of the Scientific REsearCh lnsし itute

for Pac■ fic Ocean Fisher■ es and oceanography,

1973, Vol.91 & 1972, Vol.84

U . S . A .

NOAA : National Marine Fisheries service
* Fishin8 1nformaじ bn, No.11-12 (1973), No.2-6

(1974)
承 Fishing information― ―supplenen t (Sea surface

Temperaじ ure F), Dec., 1973-Aug., 1974
* EASTROPAC Atlas (Circular 330), Vol.8

NOAA Elavirollmental Data Seぃ ′ice
* EnvirOnmental Data Seぃ ′ice, 」 an., Mar. & May,

1974
ネ Key to Oceano3raphic Records Documentation,

NO,1 , Revised Feb., 1974
ネ EnvirOnnental conditions within specified

Geographical Regions & offshore East and West

Coast of the Uhited States and in the Gulf of

Mexェ co

NOAA Nationa1 0cean Survey : Nationa1 0ceano3raph―

ic lnstrunelltatioll Center
ネ In strumellじ  FaCt Sheet, IFS-74004-8
ネ Tesし s ln Progress Sheet, TIPS-0030, Period

Ending Mar.31, 1974
* Technical Bulletin, RN-1009

NOAA Data Buoy Office
水 Data Buoy Newsletter, vol.1, No.1-3

Defense Mapping A3ency Hydrographic Center
* Pilot Chart of The North Atlantic Ocean,」 an.―

July, 1974
来 Pilot Chart of The North Pacific Ocoan,」 an.―

July, 1974

U.S. Army, Corps of En3ineers i Coastal Engineer―

■ng Research celater
* Technical Memorandun, No.39-43

米 Reprint, 5, 9-26-1973 & 1-4 -1974

United states Coast Guard
* Oceano8raphic Report, Noo CG 373-60, 373… 61 &

373-62

University of CalifOrnia : Scripps lnstitution of

Oceanography
* Norpak Highlights, vol.2, No.1-4 & Special

Report
承 DATA REPORT (SIO Referance) フ 3-26

Texas A & M University
* Contributions in Ocaano8raphy, vol.16

* Oceanoる raphy ABSTRACTS of Tchnical Reporじ s,

1972-1973

A 」oint Project of BROWN, COLUllBIA, OREGON STATE

& MAINE tFmiVersity
ネ CLIド蛮P : an IDOE Research P■ o8rarl on Paleo

Oceanography

U.S. Department of commerce : National Bureau Of

Standards
ネ NBS Mono8raph 129

NOAA
才 Break the Data Botし leneck

THAILAND

CCOP (COI■ mittee for

pecting for nineral

承 CCOP Nehtsletし er,

Co―ordination of joint Pros―

resources in Asian offshore

Vol.1, No.3

VENEZUELA

Proyecto de lnvesし igaciOn y Desarro■ lo Pesquero
ネ Inforne Tecnico, No.58, 61

1nStituto Oceanografico : Universidad de Oriente
ネ LAGENA, No。 27-28, 29
* B01etin Bibliografico, No.10

Un■vers■ dad de or■ en te―cumana
承 Boletin del lnstituto Oceanografico, Vol.11,

No.1

I C E S (International cOuncil for the EXploration
of the Sea)

ネ Monthly Charts of Tenperature and SAliniこ y in
the North Sea, Mar.― Nov., 1972

米 IcES Oceanographic Data Lists and inventories
No.6, 7, 9, 12 & 13A

lrDC―A (World Data Center― A)
WOでld Data Center… A, Oceanography

十 Catalogue of Access■ oned Publicat■ ons, Supple,
I■ent No.5, 1972

WDC―B

岩 Re3iOnal Data Center for the cooperative ln―
vestigations in the Mediterranean: cATALOGUE
OF DATA, Vol.1, Pt,1 & 2

X Six一monthly Catalogue of Daじ a on Oceanography

(Ship Pr08rans), 1 」 une-31 Dec., 1972, P● .1-2
* Londitudes and Latitudes, seismology, Gravine一

tory, Geodesy, Upper Mantle, Geology, volcano―
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103y' ISSue 29
* Caしalogue of Data on Rocket and Satelllじ es

l Jan.-30 」 une, 1973
* Glaciology/Oceanography:Issue 29
* The Catalo3ue of Meteorology and Nuclear Ra―

diaし lon Data for the period:1 」 an.-30 June,

1973
ネ Meteorolo8y and Nuclear RadiatiOn:Issue 29,

Jan.― June 1973
ネ General and Periodicals, Issue 29, Jan.― 」une,

1973
ネ Catalogue of the Periodical Publications,

1957-Dec. 1972

U . N ,

FA0
* Marine science contents Table, vol.8, No.12,

Vol.9, No,1-6

1111ESCO

t ネ
Un景8:]5]岳;hniCal Papers in Marine Science

■ IMS Newsletter, No.4-5
ネ IMCO/FAO/uttES CO/W140/WHO/1AEA/11N

Joint croup Experts on じ he Scientific aspects

of Marine Pollutiola : Report of Fifth Session
* Oceano8rafic Atlas : EQUALANT l & EQUALANT 2

1HB (International HydroBraphic Bureau)
ネ IInfOrmation concernilag Recent Bath〕 metric

Daしa List, No.4

The Others

lnstitute of Oceanography, College of science

NaLional Taiwan UIliversity
* ACT OCEANOGRAPHICA TAIWANICA, No,3

√
て
ヽ
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既 干明干J行 物

1 . 逐次 刊 行 物

誌      名           倉 ‖刊 月日     (譜
和 1行る年予月現整

)

CSK N ews ietter   昭 和 40年 7月  %1～ %44

黒潮共同調査参考資料      昭 和 40年 7月  第 1集 ～第 4集 (廃TID

CSK Atias        昭 和 42年 3月   Vol.1～ 6

Data Report of CSK    昭 和 41年 5月  %1～ 117、  119、  121～ 128、

1 30～ 1 4 6、 1 48、  1 50、  1 5 4ハツ169、

1 7 1 ～ 2 0 6 、 2 0 8 ～ 2 5 0 、 2 5 3 ～ 3 0 8 、

3 1 0 ～ 3 1 4 、 3 2 2 、 3 2 6 、 3 2 8 、

3 3 1 - 3 3 3 、  3 3 6 、 3 4 0 ～ 3 4 2 、 3 4 4

J ODCニ ュ ース 昭和 46年 3月  %1～ 8、 増刊号%3

C a t a l o g u e  o f        昭 和 4 6 年 3 月  % ]

O c e a n o g r a p h i c  D a t a

い o n―」a p a n e s e  D a t a )

2 . そ の他 の 刊 行 物

海 洋観測 (各層)の 資料 コ‐ド指針       昭 和41年 2月

国際海洋資料交換便覧 (第 3版 )       昭 和 49年 3月

海洋資料センタ ー案内             昭 和 45年 3月

Existing OceanOgraphic        昭 和 45年 9月

StatiOn Data in the South

C h i n a  S e a

‐ 3 2 ‐



海洋資料セ ンター刊 行物の あらまし

i . 逐次 刊 行 物

|    ｀
t

1 6 9 、

〕0 8 、

〕4 4

ん
　
」

ぼ

誌 名 頁 数 大きさ 刊行頻度 容内

」ODCニ ュース Ｐ功
３０

B 5 季 刊

国内外の海洋関係の会議予定、議事要日、海洋の調査計画及【

その実施状況、業務案内等を主な掲載内容とした海洋資料セi

ターの広報誌

C S K

News ietter

平均
25P B 5 季 刊

各国黒潮共同調査 (CSK:Cooperative Study o

the KurOshio and Adjacent Regions)参 ;

機関の観測計画、観測報告及びCSKに 関する国際会議の報Z

資料等を掲載した小冊子

D a t a  R e p o r t

o f  C S K

Ｐ璃
３０

A4 季 刊
各国のCSK参 加機関による黒潮及び周辺海域の海洋調査か

得られた資料を計算処理して掲載したデータ集

C S K  A t l a s
平均
40P A3 季 刊

上記資料に基づき、北太平洋西部海域の各層における温嵐 セ

免 溶在酸素の水平分布及び力学的深度偏位等を図示した図|

2。 その他 の刊行物

名誌 頁  数 大きさ 容内

Catalogue of Ocenographic Data

( N  o n ―J a p a n e s e  D a t a )
285P B5

海洋資料センターが1969年 までに国外の海辛

関係機関から受領した海洋調査資料 (CSKに E

するものを除く)を 国別、航海丹敬こ編集した力多

ログ)

Existing Ocenographic Station

Data in the South China Sea
16P B 4

南ンナ海における1929年 ～ 1970年 まで

各国の講査船による海洋調査の資料目録

国際海洋資料交換便覧

( 第3 版)
81P B 5

政府間海洋学委員会 (IOC:Intergove rn‐

mental ocenographic Commission)0

決議により、ユネスコより出版された国際海洋単

料交換のための手引き及び資料交換に関する諸形

議 勧告等の翻訳書

0 3 3 -



ROSCOP(2nd ediば on) (511表絡

OCEANOGRAPHY

GENERAL CRUtSE lNVENTORY

A―  GENERAL iNFORMAT10N ON WORK PERFORMED

A01 Expedにlon/Proiect____一 ― ―――一―――

Crulse No or name___― ―― ――一―一―一――

A02 Ship or platfOrm ______

Platform type

A04 0rganization

NAMES AND ADDRESSES OF ORGANIZATtONS AND PERSONS

A91 Deciared nat onal prog?

Exchange restricted P

A00

DATA CENTRE:

A05 Ch ef scienttstrs}

Final d spos t On of data

REFERENCE No:________― ――――

『
回

回

的
□

□

ＹＥｓ
□

□

A 9 2 協呂幣幣 濁出 N a m e
撫辞縄監胃lv7回□ By WhO甫

VVhom to query

b

d

A

B

C

D

E

A07

防 H航 |  1   樫
1施

∞ n  a r e a s

ゴ↑!ど二世蟹 邑 IA09 Typenttmarinezone付
A10 Geographic area Lattude    L一 N/S    Longttude l        i     l  l  lE/W

′/θ〃」2ra tte′θ cθ〃9crθびara F/xθJ shat/oβ夕/7/′力,r/1e cθ_θrJ/rParas

ndex 10 x 10   index l° xl'   I D scip ne and type ol    lndex 10 x 10いurernents ttw

METEOROLOGY

M01 Upper a r Observat ons

1ヽ02 incidetnt radia(on

M03 A r sea interface studies

M04 1cc observations

M05 °
CCatton31 Standard

M06溜糾洗濯
nd打d

M90 0ther measurements

M

力emarそ 5

- 3 4 -



(別表%|_2)
H― HYDROGRAPHY

HS SURFACE

H01
Condnuous temperature

H02 Continuous salinity recording

H03継灘1撚
軒筑We

と

Ｒ

H04 Discrete sallRたy measurements

HP PHYSiCAL

H09 Classicai oceanograph c stations

H10 Vertical profiles tSTD/CTD)

Rll
sub‐surface measurements

underway

H12
Mechanicai bathythermograph
tn0 0f drOps)

H13 Bathythermopraph‐expendable

(n0 0f

H14 SOund Veiocity statiOns

H15 Acoustic statlons

H16 Transparency

H17 0ptics

Dttfutton(Dvnamに}

Other measurements

NEAR SEA FL00R
( 《1 0 m )

Conttnuous temperature

recording

H06 Continuous salinity recordinO

Dおcrete salinky messuf9い をnts

31  Radioactivitv

H90 0ther measurements

ば

ヽ

/

t P`POLLUT10N

脅●何arks

Pol  Suspended solids

P02 Heavv metals

P03 Petroleum residues

P04 Chiorinated hydrocarbons

P05 0therdに SOtted substances

P06 Thermal poHution

P90 0ther measurements

Waste water t BOD

P08 Waste water,N krates

Waste water i Microb101ogy

Bottom deposRs

Contam nated or93niSrns

２

　

一

３

- 3 5 -



G GEOLOGY GEOPHYSiCS(霧 噌,疾%1-3)

GL MEASUREMENTS MADE AT

CtF:C LOCAT,ON

G01 Dredge

G02 Grab

G03 Corefock(nO of cores)

G04 COre‐sofi bottom(nO Of cores)

G05 Sampling by dtters

G06 Sarnpling by submerttbに

607 Dri‖ing

G08 8ottom phOtOgraphy

G08 GU MEASUREMENTS
UNDERWAY

」

G21牌唱l足:t桔品補軒
b°r

G22
Bathyrnetry wide beam
(no of nauticai miles)

G23 Bathymetrv narrOw beam
no Of nautical miles)

G24 Side scan sOnO「
( n O  o f  n a u t i c a  m i l e s }

G25浦乳fだ結営協iles
626満唱Fttj:tR掛撚‖剣
627 6rav metry

G28 Magnetに m

G80 0ther measurements

/ / ｀

ノ

G09,鷲1帯十活掛盟:|よ桶
G10

6 1 1

Acoustical properties Of the
sea floOr

Engineering prOperties Of the

sea floOr

G13譜イs堺
甘にprope代にs Of the

G14 Radioactivky measurements  l

GE TYPES OF STUDlに S

G31 Physical analySs Of sediments

G32 Chemio31 anttytts Of sediments

G38 Mineral&fos封 l resources

力θ"a′ s々

D― DYNAMiCS

D07 Drift cards(no released)

D08 BottOm drifters tno released)

D09 Tidal observatiOns(duration)

D10濫ぱ送掛tajonsl

D01 Current meters(no of stat)

納祐培,格甜絲 ⅢD02

D03 Currents measured frOm ship drFt

GEK

Drrters(number)

Ｄ０４

　

一

Ｄ０５

D06 Swallow fiOats(number)
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Ｂ０３

一

８。４

一

Ｂ０５

Ｂ０６

一

８０７

一

Ｂ０８

B― B10LOGY

B01  Primary productivity

802 Phytoplankton pigments

Seston

Particulate organic carbon

Particulate organic nitrooen

Dにsoived organic matter

Bacterial and pelagic

m icro●rganlsms

Phytoplankton

B09 Zooplankton

B10 Neuston

Nekton

B12 ,nvertebrate nekton

813 Petagic e9gs and iarvae

B14 Pelagic fish

815 Amphibians

(ル1友勿与十_4)

ｒ

Ｋ

々
し

岱
■

B16

B17 Phytobenthos

B18 Zoobenthos

B19 Commercial demersal ftth

βθttatts

BS TYPES OF STUDtES

B51 ldentification

B52 Spatial and tempordi distribution

B53 Monitoring and survelllance

B54 8iomass determination

B55 Description of communにies

B56 Food chains enerOy transfers

B57 Population and envirOnments

858 Popuiation structures

Benthic bacteria and
m icro●rganにms

B693号督揺盟治fyStematに
s′

B60 Physiologv

B21 Commerclai benthic crustacean

B22 Attached plants and algae

823 intertidal organ mヽs

B26 Mammals and repttles

B27 Deep scattering iayers

331 Vtamin concentrations

B32 Aminoacid concentration

B34 Lipid concentrations

B35 ATP‐ ADP‐AMP concentrations

B36 DNA‐ RNA concentrations

B65 Exp10ratory fishing

r7θttatts
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